
インバウンド市場での日本政府目標は変更なく2030年 １５兆円

インバウンド市場規模の予測

約6,000万人

回復＆拡大

(消費額：15兆円)
(消費額：●兆円)

約3,100万人

2030年2022年2019年
現在 将来

出典： JNTO「訪日外国人の消費動向調査」より弊社推計および作成
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コロナ前、インバウンド消費額は自動車の輸出額に次いで2位

品目別輸出額と訪日外国人消費額の比較

出典：総務省「貿易統計」、観光庁「訪日外国人消費動向」をもとに弊社作成

外貨獲得産業として見ると
現在自動車産業に次いで第2位。
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そして2022年、各国が「鎖国」から「ウィズコロナ」へ転換中

🇯🇯🇯🇯

🇦🇦🇦🇦
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“
”

日本をはじめ、台湾、ニュージーランド、オーストラリア、東南アジアなどで入国緩和が開始

渡航規制緩和に動き出した台湾、夏には訪日の予測も。

ニュージーランド政府、5月2日の国境再開を発表

豪政府、全てのビザ保有者の渡航再開を発表

- やまとごころ.jp 2022-03-09

- 日本貿易振興機構 2022-02-10

- 観光経済新聞 2022-03-17

“🇳🇳🇳🇳
”🇹🇹🇹🇹



経団連も「観光庁」から
「観光省」への
格上げを提言



国家を支える主力産業・成長産業には、それを支える「人財」が必要

世界ランキング１９位のコーネル
大学には「ホスピタリティ学部」
があり、トップレベルのホスピタ
リティ産業人材を輩出している。
（出身者例：星野リゾート社長）
なお、アイビーリーグ（※）の一
角である。

※アイビー・リーグ（英: Ivy League）とは 、ア
メリカ合衆国北東部にある8つの私立大学の総称。
米国の政財界・学界・法曹界をリードする卒業生
を数多く輩出している。
構成大学はブラウン大学、コロンビア大学、コー
ネル大学、ダートマス大学、ハーバード大学、ペ
ンシルベニア大学、プリンストン大学、イェール
大学。いずれも各種ランキングで全米トップクラ
スに位置する難関校とみなされている。
※右表では割愛したが東京大学は42位にランクイ
ン（観光学部はない）



1998年、30年余りの歴史を持つ「社会学部観光学科」を改組発展させ、
日本初の「観光学部」を開設した立教大学は世界ランキング１０００位
～１２００位



Copyright(C) WAmazing, Inc. All Rights Reserved.

将来の日本を支える

成長産業には

「人財」育成が必須課題



Tokyo University of Agriculture             

教育未来創造会議

東京農業大学 上岡美保

2022年4月18日（月）

大学における農学系教育の重要性

megumi-sg
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教育未来創造会議
2022.4.18 大学における理工系教育に加えた農系教育の重要性

①ありたい社会像に含まれる「SDGs」「グリーン」「脱炭素」「エネルギー」
⇒地球規模の課題解決には、農学教育の強化がそのカギを握る。
⇒農はその社会実装が可能な分野の1つであることから、理工の強化に加え、農の教育強化が重要。

⇒農学分野は観光、環境、福祉、医療、健康、地域活性化等、地域課題にも大きく関わることから実
学教育として有用。

※近年、（国立大）山梨、徳島、福島、（私立大）吉備国際、龍谷、立命館、摂南等、農学系学部が新
設されていることからも農学分野の人材育成が重視されているといえる。

②未来を支える人材を育む大学等の機能強化に含まれる「STEAM」「文理融合」「リベラル
アーツ」等の教育の強化
⇒農学分野、またその教育は、STEMに加え、A（芸術，文化，生活，経済，法律，政治，倫理等）とも

大きく関わる極めて文理融合の学問であり、社会課題の解決に取り組みながらこうしたスキルを高め
ることが期待される。
⇒STEAM分野に興味を持つ次世代を育てるためには、初等中等教育さらには未就学児からの教育

が必要で、小さいころから自然に触れる体験や経験の中で、「理科が楽しい」「算数が楽しい」等といっ
た自然に興味を持たせることが大切。そうした教育を担う人材育成は農学分野の教育を強化すること
で可能となる。

③農学分野で学ぶ学生（特に女性）を増やす意義

⇒近年、農業分野では農業女子等、女性自らが経営者となって新たなイノベーションを起こしている。
生産と消費が乖離する中で、消費（食品選択・購入）を担う女性目線の生産や経営、食育等を担える
人材の育成が重要。産業としての農業を維持・発展していく（=SDGs・グリーン・食料安全保障・次世代
教育・地域活性化への貢献）上でも、農学分野で学ぶ女性を増やすことが肝要。
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2022 年 4 月 15 日 

株式会社日立製作所 

取締役会長 

東原 敏昭 

 

 

「教育未来創造会議ワーキング・グループ(第 4 回) 」意見書 

 
 

この度は、残念ながら小職の参加が叶わないため、今回第 4 回 WG での討議内容(第一

次提言案)について、論点ごとに書面で意見申し上げます。 

 

 

記 

 

 

１．「背景・基本的考え方」について 

第一次提言案では冒頭、「基本理念、在りたい社会像とめざしたい人材育成の在り方

にまで視野を広げた上で、産学官横断での具体的な実行の方策をまとめるべき」との

考え方が示された上で、「人材を取り巻く課題」においては、日本の抱える少子高齢化

という人口動態の課題、および今後の社会課題・事業の成長分野であるデジタル分

野・グリーン分野の人材育成の課題が指摘され、また、「目指したい人材育成の在り

方」においては、主体性・創造性・共感力といった要素が挙げられており、おおむね

必要な内容が記載されていると考える。 

一方、５ページ（２）「今後特に重視する人材育成の視点」においては、今後、社会

変革を促していく上での視点がまとめられているが、これらの内容については、短期

と中長期での視点に分けて検討すべきと考える。 

また、6 ページの四角囲みの記述においては、2030 年、2050 年での労働需給の推計

等を踏まえ、日本において打つべきここ 5 年の人材育成施策の視点が概ねカバーされ

ているが、今後、グローバルでの競争が激化する中において、グローバルに通用する

人材の育成について、他の構成員からも言及のあった初中等教育について 10 年スパン

で考えた中長期的な改革が必要となると考える。これら時間軸を整理した上で、当面

の実行項目と、中期的な検討項目についてタイムラインを明示していくべきではない

か。 

 

２．「未来を支える人材を育む大学等の機能強化」について 

冒頭、日本・世界の社会課題の解決に向け、科学技術・イノベーションが必要不可

megumi-sg
資料４－３
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欠であり、そのイノベーションを興す人材の育成に焦点を当て、育成施策を検討して

いくアプローチが示された点、また、具体的な施策についても（１）にある成長分野

に向けた人材育成に関する産学官の取組みや、（２）にある文理横断での「総合知」の

創出、（３）にある女性活躍をはじめとするダイバーシティの推進、（４）にある高度

外国人材や子弟への教育を含むグローバル人材の育成、（５）でのデジタル技術を活用

した教育、（６）大学法人のガバナンス強化、（７）での初中等教育の充実化など、多

岐に渡る視点で施策が纏められ、おおむね必要な内容が網羅されており、それぞれ推

進していくべきと考える。 

一方、多くの施策が並べられる中、施策の重みづけや、実行する上での全体のアセ

ット・リソース共有・活用に関する言及が必要ではないかと考える。 

具体的には、（５）においては、「デジタル技術を駆使したハイブリット教育への転

換」について述べられているが、これらは単に教育のオンライン化推進や大学管理事

務等の DX 推進のみをさすものではない。政府で推進している「デジタル田園都市国

家構想」に基づき、知識と知恵の教育でアプローチを分け、知識教育に関する産学の

アセット・リソース等を共有し、日本のあらゆる場所・いつでも学習コンテンツのベ

ストプラクティスをオンラインで学べる状態をめざすことであり、また教育コンテン

ツの体系化における旗振り役を国に担っていただくことが重要である。この旗振り役

は、日本の成長分野の人材育成という視点でも、まさに国が主導すべきテーマである

と考えており、（１）（５）の両面で言及いただきたい。 

また、（２）については、大学等卒業の後の人材受入れ強化として、博士人材等の受

け入れやジョブ型研究インターンシップの推進に触れられているが、こちらは、まさ

に産学でのシームレスな人材の接続の示す重要な要素として、より重点的に言及すべ

きポイントであると考える。学部・修士課程でのインターンシップの検証と、更なる

シームレスな人材の接続に向けた積極的な検討について、産学官交えて推進するとい

うメッセージを提言で示していくべきではないか。 

３．「新たな時代に対応する学びの支援の充実」について 

今回、学びの支援の充実については、家庭の経済事情に関わらず学ぶことのできる

環境を整備するという目的に向けて、制度整備に向けた各種施策がまとめられている

と考える。 

一方、支援が必要な家庭・学生に対して、適切な支援が素早く届くことが重要であ

り、学生の支援ニーズを踏まえた情報発信と、その前提としての各種支援の体系整理

が重要であり、具体的施策の「⑤早期からの幅広い情報提供」においてより重点的に

言及すべきではないかと考える。 

また、「③博士課程学生に対する支援の充実」として、トップ層の若手研究者の個人

支援や所属大学を通じた機関支援等、学生の経済的支援の充実が触れられている。こ

れら支援も重要であるが、これに加え、前章にて触れた「ジョブ型研究インターンシ 
ップ」の推進も触れるべきであると考える。博士課程に進学した学生の生活を有給の
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研究インターンシップとして経済的に支えることも学びの支援の充実のひとつの手段

であり、この章でも重ねて触れるべきではないか。 

４．学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備について 

今回、学び直しに向けた環境整備においては、学び直しの評価が適切に実施されるこ

とが特に重要であり、その点も含め、学び直し促進の環境整備に広く言及いただいてい

るものと考える。 

一方で、学び直しの評価が適切に実施されるためには、当社事例でも挙げたジョブ型

の人財マネジメントで示される、それぞれの職務を見える化し、必要な人財要件を特定

することが重要である。職務の見える化が適切に行われないと、次の高いポジション・

職務へのチャレンジする学び直しの動機付けが充分ではないと考える。既に、方策とし

ては 22 ページ「①学修歴や必要とされる能力・学びの可視化等」で触れられていると

ころもあるが、単に学習歴等のデジタルでの可視化という視点のみならず、企業におけ

るそれぞれの職務の見える化が求められる点についても触れておくべきではないかと

考える。 

また、学び直しの促進に向け、「費用・時間等の問題を解決するための支援」について

触れていただいているが、併せて、学び直しに向けた個々人の主体性の必要性について

も言及すべきではないかと考える。前回会議において、教育機会の付与については、本

人の学習意欲、ハングリーであることが重要である旨を言及したが、今後人生 100 年時

代において健康で幸せに(well-being)生きていくためには、社会人として働いている期

間のみならず、出産、育児、介護をはじめとした様々なライフステージの場面などにお

いて、受け身ではなく主体的に何度も学び直して、常に変化を続ける社会と繋がりを持

ち続ける重要性を、本提言でも触れるべきではないか。 

以上 



自治体との連携による
リカレント教育等への財政支援

2022年４月18日（木） 教育未来創造会議

京都橘大学 学長 日比野 英子

資料４－４



Kyoto Tachibana

京都市と大学との連携（例）



Kyoto Tachibana

自治体との連携に期待される副次的効果

リカレント事業等への広報効果
• 自治体との協働事業として、広報効果を期待できる。

地域の寄付文化醸成
• ふるさと納税により活性化した個人の寄付を背景に、高等
教育への投資についても、地域の寄付文化を醸成できる。

多様な支援
• 大学への財政支援だけでなく、受講生個人への修学支援
（奨学金）も可能



 

資料４－５ 

日比谷 潤子 
 
 
全体について 
 
第一次提言（案）８頁５～８行目に、「具体的な目標を設定したうえで、（中略）今後５～

10 年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体性を活かした取組を進める。」と加筆され
たことは評価したい。しかしながら、９頁以降に＜具体的取組＞として列挙された項目は、
おしなべて「見直しを行う、見直しを図る、検討を行う、促進する、整備を行う、見直しを
進める、整備する、より一層強化する、推進する等々」の記載にとどまっている。「はじめ
に」で謳われているように、「今後、本提言で示した事項について、断固たる意思をもって
速やかに実行に移すこととする。」には、「今後５～10 年程度の期間」でどのように進めて
いくのか優先順位を付け、ある程度の工程を示すことが求められるのではないか。 
 
 
個別の記載について 
 

2 頁４行目に「30 歳未満の高等教育初回卒業率はOECD諸国の中でもトップクラスと
なっている。」（注６も参照）と書かれている。しばしば指摘されるように、日本では高等
教育機関に入学する学生の平均年齢が低い。上記の記述はこのことの反映でもあり、単に
教育水準の高さを示すために、この年齢層の初回卒業率に言及することは問題である。26
頁５～６行目には「我が国の大学・大学院における社会人の入学者の割合は、諸外国に比
べて低い状況にある。」（注 44 も参照）との記載もあり、提言全体としての整合性に欠け
る。 
 
 

以 上 
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Tamachi 2031 Ookayama

Suzukakedai Elements of Future

2022年4月18日（月）
教育未来創造会議第４回ワーキング・グループ

東京工業大学
学 長 益 一 哉

第一次提言案について

megumi-sg
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1．p.6 出口の質保証に関連して
【該当箇所 p.6】
Ⅲ 具体的方策
「1 未来を支える人材を育む大学等の機能強化」（p. 6下段）

また、修業年限だけで卒業させることなく、大学修了時までに必要な資質能力を身
に付けさせ、厳格な卒業認定を行う「出口の質保証」の確立を図る～

出口の質保証に注力することは非常に重要な事柄である。
ただし、これの背景には現状の過度な入口管理（入試にお
ける過度な管理）についての現状把握と、入試業務の過大
な業務負担の軽減と対に議論する事柄であるとの記述に変
更する必要がある。
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2．p.9 デジタル・グリーン等成長分野～
【該当箇所 p.9】
＜具体的取組＞
「①デジタル・グリーン等の成長分野への再編・統合・拡充を促進する仕組みの構築」

 学部の設置要件となる専任教員数や校地・校舎の面積の基準、標準設置経費等
について、成長分野の学部等の設置を促進するための規制の大胆な見直しを行
う。

時代の変化に対応するためには、規制の大胆な見直しと併
せて、デジタル人材の不足に対応するための国公私立大学
や高専の臨時的な大幅な定員増（学生定員及び教員の増）
及び柔軟な定員管理を行う必要があるのではないか。
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3．p.13 ジョブ型インターンシップに関連して
【該当箇所 p.13】
＜具体的取組＞
「④博士課程学生向けジョブ型研究インターンシップの検証」

 産業界と大学が連携して大学院教育を行い、国際競争に耐え得る研究力に裏打
ちされた実践力を養成する博士課程学生のジョブ型研究インターンシップの試
行を踏まえた更なる参画大学・企業の増加へ向けた検証を進める。（インター
ンシップの在り方については、修士課程学生を含め、産業界と大学との間で、
就職活動の在り方全体の中で、継続的に議論する。）

 ⑥に「企業や官公庁における博士人材の採用・任用強化」についても触れられてい
るが、ジョブ型インターンシップにおいても、「更なる参画大学・企業の増加へ」
とだけ述べるのではなく、官公庁における博士学生インターンシップ増加も必要で
あると記述するべきである。

 提言においては、官公庁における博士人材不足も我が国の大きな課題であるとの認
識を強く意識してとりまとめるべきと考える。
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4．大学のDX促進に関連して
【該当箇所 p.16】
＜具体的取組＞
「③大学のDX促進」

 学籍管理等を含めた大学の管理運営業務全般での電子化の取組や修学支援新制
度では活用されているマイナンバーの利用を促進する。

 「大学に入学してからの利用を促進する」との論調のように思える。
個別大学の対応では限界があると思われる。

 大学入学共通テストのように、年間数十万人が受験する様な大規模
な事業を利用する、すなわち受験生にマイナンバー取得を義務付け
ることで、大学入学後の管理運営業務全般の電子化が全国規模で一
気に促進され、国民全体の普及に大きく貢献すると考えられる。

 是非とも、省庁の垣根を超えた取組になるようお願いしたい。
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5．統計データに基づいた記述へ
1. 【該当箇所 p.3】

(５)諸外国に比べて低い理工系分野への入学者

 令和3年度学校基本調査によると、理学と工学分野
の卒業生に占める男女の格差は大きくなっている
が、農学分野の男女比はほぼ同率である。（理学
28.6%、工学16.0%、農学46.2％）（或いは
第2回WG（令和4年2月17日開催）配布資料、資
料６： 参考データ集のp.71及びp.74
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumi
rai/sozo_mirai_wg/dai2/siryou6.pdf)

 理学・工学分野と、農学分野を合わせて表現する
ことで、理学・工学分野の男女格差を正確に伝え
ることができていない。理工系と農学系を分けて
表現する方が適切である。

2. 【該当箇所 p.6】 枠の中

【該当箇所 p.7 下から３行目】

【該当箇所 p.8 上から1行目】

【該当箇所 p.13 下から2行目】

 左の１に記載の理由と同じく、農学は女性比率が
高く、理工系（理学及び工学、特に工学系）とは
事情が異なるので、統計データとの齟齬のない記
述にする必要がある。

さらに、大学の学部段階で理工農系を専攻する
女性は 10％にとどまっており、男性の31％に比
べると低い状況にある16。また、理工農系学部へ
の進学者は同年代の女子全体のうち５％17に過ぎ
ず、特に大学学部の女性入学者に占める理工系分
野への入学者は７％ であり、OECD 平均
（15％）に比べても大幅に低い状況にある18。

－ 理工農系を専攻する女性の増加

（３）の取組により理工農系の女性増が見込まれ
ることも考慮して

理工農系を専攻する女子学生の割合が10％から男
子学生と同等の30％程度となることや～

理工農系の女子学生枠の確保等といった取組～

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/sozo_mirai_wg/dai2/siryou6.pdf
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6．全体について
 これまでの会議やWGを通じて、取りまとめていただいていることに感謝します。
 教育の未来を考えるに際して、高等教育機関としての大学が、我が国や世界の有様
や、人類や世界のありたい未来を考えて、特に理工系大学においては、現在の産業
構造にとらわれることのない不断の努力と変革を進めて行くことが必要であると、
あらためて認識した。

 直近の課題解決に向けて、学部再編、特に理工系分野においては、思い切った学科
再編にも取り組む必要があるのも現実である。一方で、教育の変革には時間を要す
るとの視点から、社会の変化の速度について行きづらいという危惧もある。

 すべての大学に適用することは現実的ではないが、未来の創造を目指して組織改編
などに積極的かつアジャイルに取り組もうという大学に対しては、例えば、①（受
験生へ十分配慮しつつ）入試における2年ルールの緩和の検討や、②その他の変革
に際しての社会への説明責任を大学にのみ求めるのではなく、「産官学一体となっ
た取組にする」とのコンセンサスを醸成して行きたいと考える。
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